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平成１４年度２月補正予算（案）の概要 

平成１５年２月１２日 

総務部財政課(223-2076) 

 

Ⅰ．一般会計 

 

１．予算規模 

現 計 予 算 額  １兆６，６２１億９５百万円 

２ 月 補 正 額      ３５７億８３百万円（うち国の補正予算分 １１２億３５百万円） 

最 終 予 算 額  １兆６，９７９億７８百万円（前年度最終比 ４．７％減） 

                      （地方消費税関連支出を除くと４．０％減） 

 

２．歳  入 

県   税      ４８億円    （622,000百万円→626,800百万円) 

（注）実際の見込みは６，０９８億円であるから、本来１２２億円の減とすべきところを、 

   財源不足額１７０億円を上乗せして計上したため、４８億円の増となっている。 

地方交付税      ▲２億円    （266,048百万円→265,848百万円） 

国庫支出金     ▲１６億８４百万円（259,448百万円→257,764百万円) 

繰 入 金      ２１億４７百万円（114,814百万円→116,961百万円） 

県   債     ３６９億６８百万円（211,854百万円→248,822百万円） 

そ の 他     ▲６２億４８百万円 

  計       ３５７億８３百万円 

 

３．歳  出（主なもの） 

 （１）国の補正予算に伴う事業費       １１２億３５百万円 

    一般公共事業              ２５億９４百万円 

      道路橋りょう            １４億４８百万円 

      河川海岸・砂防            ５億円 

    その他補助                ７億５４百万円 

      新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業 １億６３百万円 

      食品リサイクル推進モデル整備事業     ９６百万円 

      交通安全施設整備事業         １億７１百万円 

    直轄事業                ４８億３５百万円 

      道  路              ３１億円 

      治  水              １６億円 

    その他                 ３０億５２百万円 

      緊急地域雇用創出特別基金事業    ３０億円 
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（２）通常分               ２４５億４８百万円 

  《増の主なもの》 

   ・社会保障費             ６２億８７百万円 

     老人医療給付費県負担金      ３１億４５百万円 

     国民健康保険経営安定化対策事業   ９億３９百万円 

   ・病院事業会計負担金         ２０億８０百万円 

   ・直轄事業負担金           ６５億６０百万円 

   ・退職手当             ２０９億９９百万円 

   ・公債費              １８５億円 

  《減の主なもの》 

   ・人件費（給与改定）       ▲１０９億３９百万円 

   ・税関係交付金           ▲２９億８６百万円 

   ・常磐新線貸付金          ▲３８億 ７百万円 

   ・中小企業振興融資資金繰出金    ▲９０億７９百万円 

 

 

Ⅱ．特別会計（２０会計） 

 

  ２月補正額  ６１３億 ６百万円（６，５３５億６５百万円→７，１４８億７１百万円） 

                             （前年度最終比６．９％減） 

 （１）国の補正予算に伴う事業費        １億４２百万円 

    ・流域下水道事業            １億２０百万円 

    ・営林事業                 ２２百万円 

 （２）通常分               ６１１億６４百万円 

  《主なもの》 

    ・県債管理事業           ２３９億５５百万円 

    ・中小企業振興融資資金      ▲１８１億６９百万円 

    ・土地造成整備事業         ６５７億３１百万円 

 

 

Ⅲ．合  計（一般会計＋特別会計） 

 

  ２月補正額 ９７０億８９百万円（うち経済対策分 １１３億７７百万円） 

        （２兆３，１５７億６０百万円→２兆４，１２８億４９百万円） 

                        （前年度最終比５．２％減）
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（参考） 

平成１４年度の財源不足への対応状況 

 
当初予算編成後の財源不足 

（一般財源ベースの年間収支見通し） 
① ▲３２５億円

 

９月補正予算編成段階における対応 ② ６５億円

歳入の見通し（県税の減、減収補てん債の活用など）  １３０億円
内訳 

新たな財政需要（直轄事業負担金の増など）  ▲６５億円

 

９月補正予算編成後で見込まれた財源不足 ①＋②＝③ ▲２６０億円

 

 

 【２月補正】 

   歳出の削減・歳入見込の変化 
区    分 金額 差 引 ④ 

県 税 ４８億円

特 別 会 計 繰 入 金 ３２億円

宝 く じ 収 入 等 ２７億円

人 件 費 （ 給 与 改 定 分 ） ８５億円

経 費 の 節 減 等 ４６億円  

プラス 

要 因 

計 ２３８億円 ９０億円

地 方 消 費 税 清 算 金 収 入 ▲５７億円

臨 時 財 政 対 策 債 ▲６９億円

減 収 補 て ん 債 等 ▲１８億円

そ の 他 の 収 入 ▲４億円

マイナス 

要 因 

計 ▲１４８億円

 
 
 

最終的に見込まれる財源不足 ③＋④＝⑤ ▲１７０億円

 

 ２月補正予算の歳入・歳出予算額を一致させるため、 

県税収入を見込みよりも１７０億円多く計上する。 


